
第１号様式（第４条関係）

※【調査方法欄】　Ａ：担当窓口　Ｂ：ＨＰ等公表資料　Ｃ：現地調査　Ｄ：その他具体的に記入してください

１．地域地区関係

（１）都市計画区域

都市計画区域内 （ 市街化区域 市街化調整区域 区域区分非設定 ）

準都市計画区域 都市計画区域及び準都市計画区域外

（２）用途地域・特別用途地区・特定用途制限地域

　 用途地域内　 ※は第1種・第2種低層住居専用地域、田園住居地域内の場合に記載

① ％ ％ ｍ ｍ

② ％ ％ ｍ ｍ

③ ％ ％ ｍ ｍ

用途地域の指定なし

・ 建ぺい率 ％ ・ 容積率 ％

特定用途制限地域（地域名： ）

（３）防火地域

防火地域 準防火地域 指定なし（ 法第22条地域）

（４）高度地区

高度地区 （最高限度： ｍ） （種類： 種） 指定なし

２．敷地に接する道路

【法第42条第1項 】

法第42条第1項 号 幅員： ｍ

法第42条第1項 号 幅員： ｍ

法第42条第1項 号 幅員： ｍ

法第42条第1項 号 幅員： ｍ

（ 指定番号： 年 月 日 ）

法第42条第1項 号 幅員： ｍ

（ 指定番号： 年 月 日 ）

【法第42条第2項 】

法第42条第2項 現況幅員： ｍ

法第42条第2項 現況幅員： ｍ

【法第43条第2項許可・認定 】

法第43条第2項第1号認定

（ 年 月 日 ）

法第43条第2項第2号許可

（ 年 月 日 ）

敷　　地　　調　　査　　票

調
査
者

所属

氏名

連絡先

容積率建ぺい率

建築物名称

建築場所

申請者氏名

用途地域名 特別用途地区

4

認定番号：

許可番号： 許可年月日：

認定年月日：

指定年月日：

調査
方法

指定年月日：

絶対高さ※外壁後退※

5



３．都市計画法関係

該当なし

【法第29条】開発許可 年 月 日

【法第35条の2】開発変更許可 年 月 日

【法第37条】建築承認 年 月 日

【法第41条】建築制限 年 月 日

【法第42条】建築許可 年 月 日

【法第43条】建築許可 年 月 日

【法第53条】都市計画施設 年 月 日

【規則第60条】適合証明 年 月 日

４．宅地造成及び特定盛土等規制法関係

（１）指定区域

宅地造成等規制区域 特定盛土等規制区域

（２）許可等

該当なし

【法第12条、第30条】許可 年 月 日

【法第16条、第35条】変更許可 年 月 日

【法第27条】届出 年 月 日

【法第28条】変更の届出 年 月 日

【規則第88条】適合証明 年 月 日

５．その他の地域地区等

（１）下水道処理区域等

処理区域内 （ 供用開始済 供用予定( 年 月 日) ）

処理区域外 （ 集中浄化槽（集落排水・分譲宅地等） 合併浄化槽設置　）

（２）その他

該当なし

高度利用地区 景観地区

風致地区 臨港地区

伝統的建造物群保存地区 地区計画区域

建築協定区域 災害危険区域　

土砂災害特別警戒区域

土地区画整理事業 （ 都市計画決定 事業認可 ）

市街地再開発事業 （ 都市計画決定 事業認可 ）

駐車場法の規定により各市町が定める「駐車施設附置義務条例」 （ 対象 対象外 ）

自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律の規定により各市町

が定める「自転車等駐車場附置義務条例」 （ 対象 対象外 ）

その他 （ ）

６．備考

許可番号 許可年月日

（裏面）

許可年月日許可番号

調査
方法


